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1 特許庁行政年次報告書 2017 年版 23 頁。
2 特許庁編『工業所有権法（産業財産権法）逐条解説〔第 20 版〕』（発明推進協会、2017 年）1153 頁。
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 新規性は日本意匠法 3条 1項に規定されており、意匠登録出願時において、公知意匠と同一又は類似
の意匠について、意匠登録を受けることができないとされている。そのような意匠に係る意匠登録出願










190 頁、及び同「部分意匠に係る意匠権の侵害について」パテント 68 巻 9号 63 頁（2015 年）。 














































                                                  
6 物品の類似をめぐっては、最判昭和 49 年 3 月 19 日民集 28 巻 2 号 308 頁［可撓性伸縮ホース］を踏まえて、一般的に、
意匠の類似については物品の類似を要件とするとの理解が一般的である。物品の類似については、青木大也「意匠法にお
ける物品の類似性について」論究ジュリスト 7号 166 頁（2013 年）、及び、同「意匠の類似と物品の類似―知的財産権の
範囲と物品等の意義」日本工業所有権法学会年報 40 号 19 頁（2017 年）を参照。 





9 意匠審査基準 71.4.4 参照。 
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10 例えば、意匠登録を受けた部分意匠が、意匠公報に掲載された場合等が考えられる。 
11 意匠審査基準 22.1.2.6（1）③参照。 
12 同上。 







































                                                  
14 意匠審査基準 61.1.1。 










要部に係る判断を無効不成立審決取消訴訟において採用したものとして、知財高判平成 29 年 9月 27 日平成 29 年（行ケ）
10048 号［建築扉用把手］が挙げられる。 
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とされている。なお、裁判例においては、専用権説を念頭に置いた判示を行ったものがみられる（東京地判昭和 54 年 3
月 12 日無体集 11 巻 1 号 134 頁［手袋］）。 
22 なお日本意匠法 26 条は、他人の特許権等との関係でも利用関係を規定するが、ここでは措く。 









































る許諾について協議を求めることができる（日本意匠法 33 条 1 項）。そのうえで、協議が成立しない、
あるいは協議をすることができないときに、後願の意匠権者は、特許庁長官に裁定を請求することがで
きる（日本意匠法 33 条 3 項）。そこで通常実施権を設定すべき旨の裁定を受けることができれば、その




                                                  
24 茶園成樹「利用関係による意匠権侵害について」DESIGN PROTECT103 号 10 頁、16 頁（2014 年）。ただし当該論文は、
部分意匠に係る利用関係について、主に後述の裁定実施権（日本意匠法 33 条）の適否を主眼に置いて検討しているもの
であり、本文における専用権と利用関係に係る文脈でこれを指摘するものではない。利用関係を肯定するものとして、吉
原省三「部分意匠の問題点」牧野利秋判事退官記念論文集『知的財産法と現代社会』（信山社、1999 年）109 頁、119 頁、
藤本昇「意匠の使用態様と意匠の利用の成否論」三枝英二先生・小谷悦司先生還暦記念『判例意匠法』（発明協会、1999
年）403 頁、413 頁、三山峻司＝松村信夫『実務解説知的財産権訴訟』（法律文化社、2005 年）252 頁、末吉亙『新版意匠
法〔第 3版〕』（中央経済社、2017 年）8頁、梅澤修「意匠法の問題圏第 8回―保護対象Ⅴ：部分意匠②」DESIGN PROTECT102
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26 茶園・前掲注（24）16 頁。また、満田重昭＝松尾和子『注解意匠法』（青林書院、2010 年）450 頁〔櫻木信義〕では、
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ち、寄与率 100％）という場合があってもおかしくないかもしれない28。例えば大阪地判平成 25 年 9 月
26 日平成 23 年（ワ）14336 号［遊技機用表示灯］では、部分意匠であることだけでなく、公知意匠から
                                                  
27 恩田博宣「化粧用パフ判批」パテント 64 巻 2 号 81 頁、84 頁（2011 年）参照。また、市川佐知子「化粧用パフ判批」
パテント 61 巻 2 号 56 頁、66 頁（2008 年）では、「本判決は，本件登録意匠がイ号物件の中でいかなる寄与をしている
か，難しい判定を強いられる事件についての判断基準としての意味合いはそれ程大きいとはいえない」と評価されてい
る。 
















































匠法 38 条 1 号）の成否が問題となろう31。 
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32 例えば、一般財団法人日本知的財産協会「専利法修改草案（意見募集稿）に対する意見」 
http://www.jipa.or.jp/jyohou_hasin/teigen_iken/15/150428_china_2.pdf［最終アクセス日：2018 年 2 月 14 日］2 頁
を参照。 
33 この点、日本において部分意匠制度が導入されたのは 1998 年であり、近時のますます進化・多様化する GUI 等の問題
を現実的に見越して用意された制度とは言い難いように思われ、むしろ部分意匠制度を含む既存の意匠制度でどこまで
GUI 等に関する問題に取り組むことができるかという形で議論が進んでいるように思われる。 
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